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Ⅰ 実証事業の概要 

 

1. 実証事業の目的 

我が国の循環型社会形成推進基本法に基づく「循環型社会形成推進基本計画」によると、

循環型社会形成のために、「資源消費の少ない、エネルギー効率の高い社会経済システムづ

くり」並びに「廃棄物等の適正な循環的利用と処分のためのシステムの高度化」が求めら

れている。 
これらの社会システムを実現するためには、循環資源の広域的かつ効率的な静脈物流シ

ステムが有効である。また、資源の循環を促進するためには、様々な循環資源が海

上輸送を目的に積み替え･保管され、情報ネットワークの中で品質管理された後、海

上輸送により既存産業あるいはエコタウン事業者等の産業原燃料として多方面･地

域に安定供給される基盤が必要である。 
しかし、今後ますます円滑な静脈物流システムのニーズが高まる中、現状においては、

廃棄物等の循環資源輸送に伴う制度的・技術的課題も多く、その解決が望まれてい

る。 
そこで、わが国の資源･エネルギー･環境政策にも寄与し、循環型社会形成の推進に繋が

るリサイクルポートを活用した汎用的な静脈物流システムの構築に向け、現状の循

環資源の海上輸送における課題を解決する目的で実証実験を実施する。  
 

2. 実証の目標と基本方針 

2.1. 実証事業の目標 

本実証事業は、以下の項目についての課題の抽出、確認を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(1) 循環資源の海上輸送に関する各種手続き実態 

(2) 循環資源の海上輸送に係る現状での障壁 

(4) 循環資源の輸送状況を追跡する情報管理システム 

(3) 海上輸送における循環資源の梱包・荷役・保管方法及び留意事項 
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(1) 循環資源の海上輸送に関する各種手続き実態 

実証事業において循環資源の海上輸送を行うにあたり、必要な手続きを調査すると

ともに課題を抽出する。 
 

(2) 循環資源の海上輸送に係る現状での障壁 

実証事業の事前手続～実施により、循環資源の海上輸送に係る現状での障壁につ

いて抽出し、整理する。 
 

(3) 海上輸送における循環資源等の梱包・荷役・保管方法等 

循環資源の輸送には様々な梱包方法、荷役方法や保管方法があるが、実証事業を通

し、海上輸送における対象物毎の梱包方法、荷役方法、保管方法、その他留意すべき

事項について調査する。 
 

(4) 循環資源等の輸送状況を追跡する情報管理システム 

循環資源の輸送状況を適切に把握する情報管理システムを検討し、実証事業を通じ、

トレーサビリティーの確保について調査する。 
 

2.2. 基本方針 

上記の目標を達成するため、実証で検証する循環資源の種類、荷姿、船積み方法、情報

管理方法などについては、他港での運用のモデルとなるよう、極力共通化・一般化を図る。 
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2.3. 実証事業の流れ 【予定】 

今年度のリサイクルポート施策推進に係る各種事業は、下記フローの通り推進される計

画であり、本実証事業は、国が行う調査事業と密接に連携を図りながら進めていく。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

リサイクルポート 

推進協議会 

実証事業の公募・選定 

国土交通省 

経済産業省 

環境省 

静脈物流システムの具体化策

のとりまとめ 

 
 
１．海上輸送に関する各種手続きの

  実態把握及び分析 

２．海上輸送の形態に関する検討 

３．情報管理の方策に関する検討 

４．地域活力の創発に関する検討 

実証実験結果を踏まえた 

海上輸送円滑化方策 

実証実験の実施と結果整理

国の調査事業への協力 

（委員会への参加等） 

公募選定事業者 
グループ① 

公募選定事業者 
グループ② 

公募選定事業者 
グループ③ 

・
・
・

実証実験 

（公募選定事業者が実施） 

実証実験

の実施 
（費用補助）

連携 

船舶を用いた循環資源等の

広域静脈物流の推進の 

ための検討課題の整理 

調査結果をとりまとめて報告 

調査委託 

現地立ち合い確認 

実証実験の実施 

実施計画（案）策定 

実証実験結果の取りまとめ 
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3. 実証手順と概略スケジュール 

(1) 実証事業の公募（平成 20 年 10 月 3 日～10 月 20 日:郵送の場合必着） 

公募要綱に基づき、応募事業者による実証事業計画を募集する。 
提案事業者の代表企業（事務局・連絡窓口）はリサイクルポート推進協議会会員と

する。その他の事業者はこの限りではない。 

(2) 実証事業の採択（平成 20 年 10 月中） 

応募された各事業者の提案内容を精査し、実証事業選定基準に従い実証事業を採

択する。 

(3) 実証事業の準備及び事業者間の調整（平成 20 年 10 月下旬～12 月中旬） 

採択された事業者は、実証事業を行うために、関係事業者・行政等との協議を行う

とともに必要機材等を調達する。 
また、事務局と連携し、汎用的な海上輸送システムとなるよう、他の応募事業者間

で必要な調整を行い、輸送方法や情報管理方法などについて極力共通化を図る。 

(4) 海上輸送実証実験（平成 21 年 1 月～2月） 

応募された事業実施計画に基づき海上輸送実証実験を行う。採択された事業者は、

実施に当たって、国が行う調査事業との密接な連携や関係事業者間との調整により、

効率的で確実な輸送が行えるよう努力すること。 

(5) 実験結果のとりまとめ（平成 21 年 2 月～3月） 

事業者は、実証実験結果をとりまとめ、報告書を作成するとともに、必要な知見・

データを整理する。 
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4. 実証事業の対象 

4.1. 事業モデル 

本実証事業で検証する事業モデルは、新規性の高いもの（動脈物流と静脈物流を組み合

わせたもの、新たな輸送具を用いたもの、既存輸送方法に情報管理システムを加え

るものなど）、または、汎用性を高めるもの（一部のバースで行われている方法を公

共バースに展開するものなど）とする。 
 

4.2. 取扱い品目 

本実証事業で取扱う品目は、特に限定しないが、「循環資源」や「廃棄物」として海上

輸送や保管方法等について、現状で港湾管理者・自治体等の関係機関との協議・調

整ができるものを対象とする。 
なお、「循環資源」及び「廃棄物」の定義は、以下の通りとする。 
○ 循環資源（有価物、廃棄物規制緩和品、もしくは利用者が自ら引き取りしているもの） 

 原料、燃料として確実に利用されることが契約明示できるもの 
（タイヤ、木くず、容リプラ、有価廃家電、有価スクラップ等）。 

○ 廃棄物 
 廃棄物処理法上の廃棄物で、取引上廃棄物処理契約となっているもの。中間処

理等利用されるものであって、最終処分されるものを除く。 
 

4.3. 輸送方法 

本実証事業で取扱う循環資源等の輸送方法については、バラ積輸送、シャーシ輸送（フ

ェリー・RORO等）、コンテナ輸送（フレコンを含む）によるものとする。循環資源のうち
廃棄物については、廃棄物収集運搬基準等、所定の基準を満足する運搬方法とする。 
なお、輸送方法が特定できない循環資源等は、関係機関と調整すること。 

 

5. 行政等との協議 

採択された事業者は、実証事業を行うに当り、当該地域の港湾管理者、都道府県、市町

村等とあらかじめ協議を行い、基本的な合意を得ること。なお、事業者と行政等との調整

には必要に応じて国が協力・支援するものとする。 
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6. 実証に係る費用 

本実証に係る費用のうち、輸送費（陸上・海上）、荷役費等については、実証事業にか

かる経費と既存事業における経費との差額等に関し、現時点で決定していないが、

1 件３００万円程度を上限に、件数としては、４件程度を補助する予定である。な
お、公募に当たっては、必要経費を項目別（別紙様式７）に明記していただくとと

もに、選定された場合は、見積書等、金額を確認できる書類の提出をお願いする。 
また、全実証実験に共通で用いる、情報管理に係る機材等（IC タグ、簡易ソフト等）
については、別途支給される予定である。 

 

7. 実証事業から得られる知見、データ等の扱いについて 

実証事業から得られる知見、データ等は、事業者とリサイクルポート推進協議会で共有

し、国の調査事業における検討事項に活用することとする。 
 

8. 国の調査事業で予定する検討会議への参画について 

事業者は、国が実施する調査事業において開かれる検討会等に参画を要請されれば、代

表として事業担当者等を出席させる必要がある。 

 

9. 今後の展開予定（平成 21年 4月以降） 

① 情報管理システムの構築に向けた取組み 

国が実施する調査検討結果をもとに、海上広域静脈物流の推進に資する情報管理シス

テムの必要性について調査し、関係先との調整を進める。 
② 実証実験の継続実施の検討 
情報管理システムも含めた検証項目の必要性に応じ、実証実験の継続実施を計画する。 
（予算化については、国や地方自治体等との連携により調整する） 

③ 海上輸送の促進に資する新制度の検討への参画 
今後検討が予定されている循環資源等の海上輸送促進のための制度改正に向け、今回

の実証実験結果を踏まえ、関係機関との連携を強化し、積極的に参画する。 
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Ⅱ 実証事業の応募方法 
 

10. 応募方法 

 所定の提案書（添付の様式集）に必要事項を記入の上、事務局にメールまたは郵送で提

出することとする。なお、提出した場合、その旨事務局まで電話にて連絡するものとする。 
 

11. 提案書提出先及び問合せ先 

11.1. 提案書提出先 

リサイクルポート推進協議会 事務局 

担  当：新谷
しんがい

 聡、高橋 美和 
電  話：03-5443-5385 
住  所：〒108-0022 

東京都港区海岸三丁目 26-1 バーク芝浦 6階 
財団法人 港湾空間高度化環境研究センター 内 

E-mail：rppc@wave.or.jp 
 

11.2. 公募に関する問合せ先 

リサイクルポート推進協議会 調査部会 港湾活用調査分科会 

担当①：村上 直美 
電  話：03-3553-1572 （日鐵物流株式会社 鉄鋼企画管理部 内） 
E-mail：n.murakami@ns-log.co.jp 

 
担当②：小林 均 
電  話：03-5956-7515 （株式会社エックス都市研究所 内） 
E-mail：kobayashi@exri.co.jp 

 
担当③：山﨑 伸幸 
電  話：03-3556-7724 （有限会社 エコ･プランナーズ 内） 
E-mail：yamazaki@eco-planners.co.jp 
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Ⅲ 実証事業の選定基準 

 

12. 評価方法 

各項目に対し、以下の評点をつけ、必要に応じ項目ごとに評価し、各項目の合計点の高

い事業者から数グループを選定する。 

 

 ・特に優れている・・・5点 

 ・優れている・・・・・4点 

 ・普通・・・・・・・・3点 

 ・劣っている・・・・・2点 

 ・特に劣っている・・・1点 

 ・該当しない・・・・・0点 

 

13. 評価項目 

評価項目は以下のとおりとする。（（ ）内は例示） 
 
・事業目的 
（例えば、検証する実証事業がリサイクルポートの発展を目的としているか） 
・公共性 
（例えば、多くの事業者が参画できる事業形態か） 
・実現可能性 
（例えば、関係官庁等との協議が進展しているか、技術的に確立しているか） 
・継続性及び拡張性 
（例えば、循環資源等の継続的な物流が可能か、将来どの程度事業を拡大できるか） 
・概算コスト 
（例えば、実証事業予算に合致するか） 

 
 

Ⅳ 選定 

公募事業者の選定は、リサイクルポート推進協議会が行う。 
なお、事業者の選定に当たっては、必要に応じ、公募事業者に対するヒアリングを行う

こととする。 
選定結果については、公募事業者に通知するとともに、選定事業をリサイクルポート推

進協議会ホームページ等で公表する。 
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２．現地見学会実施状況 

 

１）川崎港 

（１）日時 ２００９年 2月１８日（水） 
（２）参加者  委員 2名  他関係者 16名  
（３）見学先内容： 

①川崎港川崎コンテナターミナル 
（実証試験の運搬船舶へのコンテナの搬入、荷役作業。ターミナルビルよりコ

ンテナ埠頭の全景などを予定） 
②株式会社タケエイ川崎リサイクルセンター 
（24時間受入可能な屋内型の建設廃棄物中間処理施設。再資源化率は 90％。  
川崎市川崎区浮島町 10-11 TEL 044-280-1531） 

 
（４）状況 

ターミナルビルより見た積載するコンテナ

船 

コンテナターミナルでの見学状況 

 
ガントリークレーンによる荷役 タケエイにおける質疑応答 
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２）徳山下松港 
（１）日時 ２００９年 2月２７日（金） 
（２）参加者  委員 2名  他関係者 20名  
（３）見学先内容： 

①徳山下松港コンテナヤード（実証試験の運搬船舶は到着済みで、コンテナの荷

役は早朝に終了。実証コンテナのトレーラー搬出、

ヤードの状況、一般的なコンテナの荷役状況を視察） 
②株式会社トクヤマ   （実証試験コンテナの搬入、荷降ろし等廃プラスチッ

クの受入工程、循環資源の処理など） 
③山口エコテック株式会社（ごみ焼却施設の焼却灰等をセメンﾄ原料化するための

前処理施設。出資者は株式トクヤマ、宇部興産株式

会社） 
④山口県周南港湾管理事務所（アースデザインインターナショナル㈱の廃棄物追

跡管理システム「えころび」のデモ公開） 
（４）状況 
  

徳山下松港でのコンテナの保管状況 徳山下松港からのコンテナ積み出し 

 

トクヤマ製造所で搬出した廃プラスチック 山口エコテックの見学状況 
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３．位置情報の収集装置 

 

１）自動識別装置（ＡＩＳ） 

ＡＩＳの海上保安庁の広報資料 
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                   AISのカバーエリア 
 

２）ＧＰＳ 
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